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別紙２

年代 対象地の土地利用の状況 土壌汚染の可能性 根拠資料

1882年
（明治15年）

埋立は行われておらず、対象地は存在しない。
土壌汚染の可能性は

考えにくい。
■地形図・・・明治24年（国土地理院発行）

1899～1905年頃
（明治32～38年

頃）

1899年（明治32年）に新港埠頭の第二期工事が開始さ
れ、1905年（明治38年）に完成した。対象地はこの工
事により造成され、埋立材料には浚渫土や塵芥を含ま
ない土砂又は土丹岩を用いていた。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■「横浜開港150年の歴史」（横浜税関HP）
■「横浜港の生い立ちと税関」（横浜税関HP)
■「横濱税関海面埋立工事報告」（明治39年,臨時税
關工事部発行）

1906年
（明治39年）

対象地に建物は表記されていない。
土壌汚染の可能性は

考えにくい。
■地形図・・・明治41年（国土地理院発行）

震災直前

対象地にはイ號上屋、旅具検査所が表記されており、
新港倉庫の一部が表記されている。また、対象地の東
側に發電所が表記されている。発電は火力発電であ
り、石炭を使用していた可能性は否定できない。ま
た、蓄電設備も備えられていることが明らかとなっ
た。

土壌汚染の可能性は
否定できない

■地図資料・・・「横濱税関陸上設備震災復舊工事概
要」（昭和6年、営繕管財局横濱出張所発行）
■「横濱税關新港設備概要」（大正4年、大蔵大臣官
房臨時建築課）

1923年
（大正12年）

関東大震災により、対象地内の建物が倒壊あるいは火
災にあった可能性は否定できない。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■「横浜開港150年の歴史」（横浜税関HP)
■「横濱税関百二十年史」（昭和56年,横浜税関発
行）

1927年
（昭和2年)

対象地には中型建物の倉庫が表記されている。
土壌汚染の可能性は

考えにくい。
■地形図・・・昭和4年（国土地理院発行）

1931年
（昭和6年）

対象地には税関假廰舎、新港倉庫の一部および複数の
小型建物が表記されている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■地図資料・・・「横濱税関陸上設備震災復舊工事概
要」（昭和6年、営繕管財局横濱出張所発行）

1946年
（昭和21年）

対象地の大部分には類似の中型建物が複数写ってお
り、道路を挟んだ北東部側には小型および中型建物の
一部が写っている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■空中写真・・・昭和21年（国土地理院発行）

1947年
（昭和22年）

対象地の大部分には類似の中型建物が複数写ってお
り、道路を挟んだ北東部側には小型および中型建物の
一部が写っている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■空中写真・・・昭和22年（国土地理院発行）

19449年
（昭和24年）

対象地の大部分には類似の中型建物が複数写ってお
り、道路を挟んだ北東部側には小型および中型建物の
一部が写っている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■空中写真・・・昭和24年（国土地理院発行）

1957年
（昭和32年）

対象地の大半は更地が写っている。対象地北西側に小
型建物が写っており、北東側に中型建物の一部が写っ
ている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■空中写真・・・昭和32年（国土地理院発行）

1962年
（昭和37年)

対象地には横浜税関の検査場、倉庫の一部及び小型建
物が表記されている。対象地の中央付近に建物は表記
されていない。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■住宅地図・・・昭和37年（(株)ゼンリン発行）

1964年
（昭和39年）

対象地内の横浜第一港湾合同庁舎及び横浜税関分関に
おいて、PCBを含む製品の使用が確認された。

土壌汚染の可能性は
否定できない。

■ヒアリングシート（横浜第一港湾合同庁舎、横浜税
関分関）

1967年
（昭和42年）

対象地には中型建物が2棟および小型建物が複数写っ
ている。また、対象地北側には中型建物の一部が写っ
ている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■空中写真・・・昭和42年（国土地理院発行）

1972年
（昭和47年)

対象地には、横浜第一港湾合同庁舎、横浜税関新港分
関、倉庫や営業所などが表記されている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■住宅地図・・・昭和47年（(株)ゼンリン発行）

1977年
（昭和52年）

対象地には中型建物が2棟および小型建物が複数写っ
ている。また、対象地北東側には中型建物の一部が
写っている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■空中写真・・・昭和52年（国土地理院発行）

1983年
（昭和58年)

対象地には、横浜第二港湾合同庁舎、横浜税関新港分
関、倉庫や事務所などが表記されている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■住宅地図・・・昭和58年（(株)ゼンリン発行）

1989年
（昭和64年)

対象地には、横浜第一港湾合同庁舎、横浜税関分館、
小型建物が表記されている。また、対象地北東側に中
型建物の一部が写っている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■地形図・・・平成2年（国土地理院発行)

1992年
（平成4年）

対象地には、中型建物が2棟および小型建物が写って
いる。また、対象地北東側に中型建物の一部が写って
いる。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■空中写真・・・平成4年（横浜市発行）

1994年
（平成6年）

対象地には、横浜第一港湾合同庁舎、横浜税関新港分
館、倉庫および資材置場などが表記されている

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■住宅地図・・・平成6年（(株)ゼンリン発行）

1997年
（平成9年）

対象地には、中型建物が2棟および駐車場が写ってい
る。また、対象地北東側は更地となっている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■空中写真・・・平成9年（横浜市発行）

土地利用の履歴等年表（1/2）
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別紙２

年代 対象地の土地利用の状況 土壌汚染の可能性 根拠資料

1999年
（平成11年）

対象地には、横浜第一港湾合同庁舎、横浜税関分館が
表記されている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■地形図・・・平成12年（国土地理院発行）

2001年
（平成13年）

保管室でPCB含有製品の保管がされている。漏洩等の
記録の有無は不明である。

土壌汚染の可能性は
否定できない。

■PCB廃棄物及びPCB使用製品の届出状況調査に関する
調査票

2003年
（平成15年）

対象地には、横浜第一港湾合同庁舎、横浜税関新港分
関、駐車場及び荒地が表記されている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■住宅地図・・・平成15年（(株)ゼンリン発行）

2007年
（平成19年）

対象地には中型建物が2棟、駐車場及び空き地が写っ
ている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■空中写真・・・平成19年（国土地理院発行）

2012年
（平成24年）

対象地には、横浜第一港湾合同庁舎、横浜税関新港分
関、空き地および駐車場が表記されている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■住宅地図・・・平成24年（(株)ゼンリン発行）

2016年
（平成28年）

対象地には、横浜第一港湾合同庁舎、横浜税関新港分
関、空き地および駐車場が表記されている。

土壌汚染の可能性は
考えにくい。

■住宅地図・・・平成28年（(株)ゼンリン発行）

【総評】
土地利用の履歴を地形図、空中写真および住宅地図等により調査した結果、対象地は明治38年の埋立工事により造成された土地であることが明らか

となった。埋立材料に浚渫土や塵芥を含まない土砂または土丹岩を用いていたことから、埋立土砂による土壌汚染の可能性は考えにくいと判断でき
る。

その後、関東大震災（大正12年）直前まで、対象地の東側において発電所が確認された。発電所には、発電装置および蓄電装置等が設置されていた
ことが明らかとなった。石炭を利用した火力発電や特定有害物質を含んだ蓄電設備が使用されていた場合、土壌汚染の可能性は否定できない。

震災後、対象地は主に税関の仮庁舎や貿易関係の倉庫、旅具検査場等として利用された。昭和42年頃から対象地の大部分は横浜税関新港分関と横浜
第一合同庁舎として利用されはじめ、現在に至る。その他、小規模な運輸業者や営業所、事務所等が確認されたが、土壌汚染を引き起こすような事業
所は確認されなかった。しかしながら、横浜第一港湾合同庁舎及び横浜税関分関の施設の一部において、PCBを含む製品の使用及び保管が確認され
た。漏洩等の記録の有無は不明である。このことから、調査対象地の一部においてPCBによる土壌汚染の可能性は否定できない。

以上のことから、対象地内において特定有害物質の取扱事業場が存在しており、また、特定有害物質が使用・保管されていたことから、土壌汚染の
可能性は否定できない。

土地利用の履歴等年表（2/2）

【土壌汚染の可能性の評価】

土壌汚染リスク

低

高

土壌汚染の可能性

土壌汚染の可能性がある

土壌汚染の可能性は否定できない

土壌汚染の可能性は考えにくい
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明治15年（1882年）

【凡例】

出典：「2万迅速図：横濱區」
（明治24年発行）国土地理院

地形図

：対象地
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明治39年（1906年）

【凡例】

（明治41年発行）国土地理院
地形図

出典：「2万正式図：横濱」

：対象地
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震災直前

【凡例】

出典：「横濱税関陸上設備震災復舊工事概要」

地図資料
（昭和6年発行）営繕管財局横濱出張所

：対象地
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昭和2年（1927年）

【凡例】

（昭和4年発行）国土地理院
地形図

出典：「2.5万地形図：横濱東部」

：対象地
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昭和6年（1931年）

【凡例】

出典：「横濱税関陸上設備震災復舊工事概要」

地図資料
（昭和6年発行）営繕管財局横濱出張所

：対象地
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昭和37年（1962年）

【凡例】

出典：株式会社ゼンリン
（複製許諾番号：Z16K-第3910号）

住宅地図

：対象地
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（整理番号：MKT674-C5-19）

昭和42年（1967年）

【凡例】

出典：国土地理院

空中写真

：対象地
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昭和47年（1972年）

【凡例】

出典：株式会社ゼンリン
（複製許諾番号：Z16K-第3910号）

住宅地図

：対象地
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昭和58年（1983年）

【凡例】

出典：株式会社ゼンリン
（複製許諾番号：Z16K-第3910号）

住宅地図

：対象地
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昭和64年（1989年）

【凡例】

出典：「1万地形図：関内」
（平成2年発行）国土地理院

地形図

：対象地

3.2-57参考資料４－４ 敷地測量建築物その他調査（抜粋） 
33



平成6年（1994年）

【凡例】

出典：株式会社ゼンリン
（複製許諾番号：Z16K-第3910号）

住宅地図

：対象地
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平成11年（1999年）

【凡例】

地形図

出典：「1万地形図：関内」
（平成12年発行）国土地理院

：対象地
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平成15年（2003年）

【凡例】

出典：株式会社ゼンリン
（複製許諾番号：Z16K-第3910号）

住宅地図

：対象地

3.2-62参考資料４－４ 敷地測量建築物その他調査（抜粋） 
36



平成24年（2012年）

【凡例】

出典：株式会社ゼンリン
（複製許諾番号：Z16K-第3910号）

住宅地図

：対象地
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平成28年（2016年）

【凡例】

住宅地図

出典：株式会社ゼンリン
（複製許諾番号：Z16K-第3910号）

：対象地
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添付資料2 図書資料（抜粋） 
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